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第１０ 離島振興施策 

１ 離島振興事業

（１）離島振興事業について

離島振興事業は，県土の均衡ある発展を目指し，地理的条件の不利からくる阻害要因の改

善を図るとともに，離島住民の生活の安定と福祉の向上を目的とし，国土保全，交通基盤，

産業基盤，生活環境の整備など，各島の特性に応じた事業を推進するものです。 

   昭和28年に離島振興法が制定されて以来，平成30年度までの66年間で，本県の離島振興

事業費は総額（事業費ベース）で１兆4,710億円，うち種子島5,781億円，屋久島3,096億

円の計8,877億円となっています。 

   離島振興法は，これまで10年毎に延長されており，平成25年4月1日から現在の離島振

興法が施行されています。 

年 月 日 事  項

昭和 28年７月 22日 離島振興法制定(昭和 28年度～37年度 10カ年の時限法) 

昭和 28年10月26日 離島振興対策実施地域指定(種子島、屋久島等指定) 

昭和 29年10月11日 離島振興計画決定(昭和 28年度～37年度) 

昭和 37年３月２日 離島振興法の一部を改正する法律により 10カ年間延長(昭和 28年度～47年度) 

昭和 39年２月 15日 離島振興計画決定(昭和 38年度～47年度) 

昭和 40年３月 31日 離島振興計画改訂(昭和 38年度～47年度) 

昭和 47年６月 １日 離島振興法の一部を改正する法律により 10カ年間延長(昭和 28年度～57年度) 

昭和 48年７月 ９日 離島振興計画決定(昭和 48年度～57年度) 

昭和 57年５月 ７日 離島振興法の一部を改正する法律により 10カ年間延長(昭和 28年度～平成 4年度) 

昭和 58年５月 16日 離島振興計画決定(昭和 58年度～平成 4年度) 

平成 ４年４月 24日 離島振興法の一部を改正する法律により 10カ年間延長(昭和 28年度～平成 14年度) 

平成 ５年６月 11日 離島振興計画決定(平成 5年度～平成 14年度) 

平成 14年７月 12日 離島振興法の一部を改正する法律により 10カ年間延長(昭和 28年度～平成 24年度) 

平成 15年４月 １日 離島振興計画決定(平成 15年度～平成 24年度) 

平成 24年６月 20日 離島振興法の一部を改正する法律により 10カ年間延長(昭和 28年度～平成 34年度) 

平成 25年４月 １日 離島振興計画決定（平成 25年度～平成 34年度）
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（２）離島振興法の概要

① 施行期日等 

   平成25年4月1日（～平成35年3月31日） 

   10年間の時限立法 

② 改正法の概要 

ア 目的規定の充実 

○ 離島の領域・排他的経済水域等の保全，食料の安定的な供給などの国家的・国民的役割の

明確化 

○ 他の地域に比較して厳しい自然的社会的条件下にある離島の現状と背景の明確化 

○ 地域間交流の促進，無人離島の増加及び人口の著しい減少の防止，定住の促進等，離島振

興の目的の拡大  

イ 基本理念・国の責務の新設 

○ 離島の振興のための施策は，厳しい自然的社会的条件を改善し，地域間の交流の促進，居

住する者のない離島の増加及び離島における人口の著しい減少の防止並びに離島における定

住の促進が図られることを旨とする基本理念を明記 

    ○ 国は，基本理念にのっとり離島の振興のため必要な施策を総合的かつ積極的に策定し，実

施する責務を有する旨を規定 

ウ 実施体制の強化 

○ 主務大臣として，現行の国土交通大臣，総務大臣，農林水産大臣に加えて，新たに文部科

学大臣，厚生労働大臣，経済産業大臣，環境大臣の４大臣を追加 

エ 基本方針・振興計画への項目追加 

    ○ 定める事項として，就業促進，介護サービスの確保，環境保全，再生可能エネルギーの利

用，人材の確保・育成の項目を新設 

    ○ 定める事項の例示として，人の往来や物の移動費用の低廉化，妊婦への支援，子どもの修

学支援，地震災害その他防災対策の明記 

オ 基本的施策の充実 

○ ソフト施策について規定を充実 

・ 産科医療機関等のない離島に住む妊婦の健診・出産に係る通院・入院に対する支援 

・ 介護サービスの充実，介護施設の整備 

・ 人の往来及び物資の流通に要する費用の低廉化 

・ 高校等が未設置の離島における高校生の修学支援，離島の公立高校等の教職員の確保 

・ 再生可能エネルギーの活用に対する支援，離島のガソリン流通コスト軽減対策の推進 

    ○ 離島活性化交付金等の交付 

・ 新たな仕組みとして，離島活性化交付金等事業計画を創設 

・ 本計画に基づき交付金等を交付（対象事業：離島活性化交付金，高校生修学支援，離島

漁業振興，離島医療支援等に係る事業） 

    ○ 離島特別区域制度の整備 

・ 地域の創意工夫を生かした振興を図るため，特区制度の創設を総合的に検討 

カ その他の措置 

    ○ 防災のための財政措置 

     ・ 防災機能の強化を図るための海岸，道路，港湾，漁港等の整備に係る事業への財政措置 

    ○ 特に重要な役割を担う離島の保全・振興 

     ・ 特に重要な離島に対する保全・振興に係る特別措置を検討 
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（３）離島振興計画における地域別の基本的な振興方針（抜粋）

本県には，離島振興対策実施地域が７地域あり，それぞれの地域によって，地理的・社会的 

条件が大きく異なります。 

   このため，市町村計画案をもとに，それぞれの地域や島の特性に応じた基本的な振興方針を

設定し，各地域の自立的発展の促進，島民の生活の安定及び福祉の向上を図るとともに，地域

間の交流を促進し，離島における定住の促進を目指します。 

  ①種子島地域 

県本土等と結ぶ定期航路・航空路の維持・改善に努め，港湾・漁港や道路などの島内交通

網，情報通信基盤の整備を進めます。 

    基幹産業である農業では，さとうきびやさつまいもと野菜，畜産等の複合経営が展開され

ており，品質向上や生産性向上とともに，後継者の育成を図ります。水産業では，トコブシ 

稚貝の放流や魚礁の設置等による水産資源の増大や生産・加工・流通・販売の充実を図りま

す。 

    また，「種子島宇宙センター」を有するという特性を生かしたまちづくりを進めるととも

に，サーフィン等の海洋性レクリエーションや黒糖づくりなどの滞在交流型観光の促進，ス

ポーツ合宿の誘致などにより，交流人口の拡大や地域の活性化を図り，定住促進を目指しま

す。 

②屋久島地域 

    県本土等と結ぶ定期航路・航空路の維持・改善に努め，港湾・漁港や道路などの島内交通

網，情報通信基盤の整備を進めます。 

    農業では，ぽんかん，たんかん等の高品質果実生産によるブランド産地づくり，ばれいし

ょ，実えんどうの産地拡大，特産品開発や販売促進を図ります。水産業では，首折れサバ・

トビウオ等のブランド化や水産資源の持続的な利用体制の確立，新規就業者の確保を図りま

す。 

    また，恵まれた自然環境の保全と活用を図る観点でのエコツーリズムの推進等により，交

流人口の拡大や地域の活性化を図り，定住促進を目指します。 

    そのほか，県温暖化対策推進条例に基づき，温室効果ガスの排出が抑制された低炭素社会

の先進的な地域になるよう地球温暖化対策を積極的に推進します。 

【参考】資料各表について 

 ・ 事務費は除く。 

 ・ 端数処理の関係で，内訳の積み上げと計は必ずしも一致しない。 

・ 平成23年度から平成25年度（平成25年度は平成24年度の繰越のみ）の一括計上事業には 

過年度との比較の関係から，地域自主戦略交付金（内閣府：平成23～24年度）のうち同交付 

金創設前には国土交通省一括計上分であった事業も含めている。 
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資料：県離島振興課

■離島振興事業の事業項目別，財源別内訳（昭和２８年～平成３０年度）※事務費除き

※内訳と小計は，千円未満の端数を四捨五入しているため必ずしも一致しない。
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区分 

昭和 

28～37 

年度 

昭和 

38～47 

年度 

昭和 

48～57 

年度 

昭和58年

～ 

平成4年度 

平成 

5～14 

年度 

平成 

15～24 

年度 

平成 

25～30 

年度 

合 計 

種 

子 

島 

一括計上 1,709 11,600 54,981 111,502 184,566 86,168 26,578 477,104

一括計上外 482 2,013 13,664 18,689 28,014 30,497 7,611 100,970

計 2,191 13,613 68,645 130,192 212,580 116,665 34,189 578,074

屋

久

島 

一括計上 1,878 8,437 34,056 61,318 87,991 51,219 15,449 260,348

一括計上外 282 829 7,537 8,055 16,348 10,525 5,692 49,268

計 2,160 9,266 41,593 69,374 104,339 61,744 21,142 309,617

熊

毛

計 

一括計上 3,587 20,037 89,037 172,821 272,557 137,385 42,026 737,450

一括計上外 764 2,842 21,201 26,745 44,362 41,022 13,304 150,240

計 4,351 22,879 110,238 199,566 316,919 178,407 55,331 887,691

県 

一括計上 4,772 30,100 143,365 296,546 441,500 224,879 85,603 1,226,765

一括計上外 1,211 4,424 33,312 43,751 68,148 62,098 31,305 244,249

計 5,983 34,524 176,676 340,297 509,648 286,977 116,908 1,471,014

熊毛／県（％） 72.7 66.3 62.4 58.6 62.2 62.2 47.3 60.3

注：平成23年度～平成25年度の一括計上の実績は地域自主戦略交付金（旧一括計上）を含む。 資料：県離島振興課

区分 
平成 

25年度 

平成 

26年度

平成 

27年度

平成 

28年度

平成 

29年度

平成 

30年度

平成 

31年度

平成 

32年度

平成 

33年度 

平成 

34年度 
合 計 

種 

子 

島 

一括計上 4,735 4,675 4,638 3,925 4,134 4,471 26,578

一括計上外 1,748 1,245 1,122 1,239 796 1,461 7,611

計 6,483 5,920 5,760 5,164 4,930 5,932 34,189

屋

久

島 

一括計上 3,902 2,449 2,071 2,266 2,612 2,149 15,449

一括計上外 1,084 658 635 826 1,097 1,392 5,692

計 4,986 3,107 2,706 3,092 3,710 3,541 21,142

熊

毛

計 

一括計上 8,637 7,124 6,708 6,191 6,746 6,620 42,026

一括計上外 2,832 1,903 1,757 2,066 1,893 2,853 13,304

計 11,469 9,027 8,465 8,257 8,640 9,473 55,331

県 

一括計上 16,060 14,634 13,665 13,852 13,759 13,633 85,603

一括計上外 5,608 3,853 3,312 5,888 6,115 6,529 31,305

計 21,668 18,487 16,977 19,740 19,874 20,162 116,908

熊毛／県（％） 52.9 48.8 49.9 41.8 43.5 47,0 47.3

注：平成23年度～平成25年度の一括計上の実績は地域自主戦略交付金（旧一括計上）を含む。 資料：県離島振興課

■離島振興事業計画期間別事業費実績 単位：百万円

■離島振興事業計画（平成25～34年度）年度別事業実績 単位：百万円
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２ 有人国境離島法関係事業

（１）有人国境離島法関係事業について 

平成 28 年 4 月に有人国境離島法（有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に

係る地域社会の維持に関する特別措置法）が制定され，我が国の領海等の根拠となる基線を

有する有人国境離島地域について，保全に係る施策が講じられるとともに，同地域の中でも

継続的な居住環境の整備が特に必要な特定有人国境離島地域について，地域社会の維持に係

る施策が講じられることとなった。 

同法に基づく施策を推進するため，平成 29 年 4 月に特定有人国境離島地域社会維持推進

交付金が創設されたことを踏まえ，県及び関係市町村においては，本県の特定有人国境離島

地域の地域社会の維持を図るため，同交付金を活用し，住民等の航路・航空路運賃の低廉化

や農水産品等に係る輸送コストの軽減，滞在型観光の促進，雇用機会の拡充に取り組んでい

るところである。 

また，平成 29 年 9 月には，国が定めた基本方針に基づき，「鹿児島県特定有人国境離島

地域の地域社会の維持に関する計画」（平成 29 年度～33 年度）を策定し，本県の基本目標

として，「本県の特定有人国境離島地域人口の社会減※を５年間で５割改善すること」など

を掲げるとともに，地域毎の重要業績評価指標（ＫＰＩ）及び成果目標を設定し，分野毎に

講ずる措置の内容等を示したところである。 

  ※転出者数が転入者数を上回っている状態をいう。 

（２）有人国境離島法の概要 

① 施行期日等 

平成29年4月1日（～平成39年3月31日） 

10年間の時限立法 

② 法の目的 

我が国の領海，排他的経済水域等を適切に管理する必要性が増大していることに鑑み，有

人国境離島地域が有する我が国の領海，排他的経済水域等の保全等に関する活動の拠点とし

ての機能を維持するため，有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社

会の維持に関する特別の措置を講じ，もって我が国の領海，排他的経済水域等の保全等に寄

与することを目的とする。 

③定義（対象地域） 

  ＜有人国境離島地域＞ 

ア 自然的経済的社会的観点から一体をなすと認められる二以上の離島で構成される地域

（当該離島のうちに領海基線を有する離島があるものに限る。）内の現に日本国民が居住

する離島で構成される地域 

イ アのほか，領海基線を有する離島であって現に日本国民が居住するものの地域 

＜特定有人国境離島地域＞ 

 有人国境離島地域のうち，継続的な居住が可能となる環境の整備を図ることがその地域社

会を維持する上で特に必要と認められるもの（法別表において全国15地域71島を指定） 
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④ 基本方針・計画 

○ 内閣総理大臣は，有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の

維持に関する基本的な方針を定めるものとする。 

○ 特定有人国境離島地域をその区域に含む都道県は，基本方針に基づき，当該特定有人国

境離島地域について，その地域社会の維持に関する計画を定めるよう努めるものとする。 

⑤ 主な施策 

  ＜有人国境離島地域の保全に係る施策＞ 

○ 国の行政機関の施設の設置 

○ 国による土地の買取り等 

○ 港湾等の整備 

○ 外国船舶による不法入国等の違法行為の防止 

○ 広域の見地からの連携 

  ＜特定有人国境離島地域の地域社会の維持に係る施策＞ 

○ 国内一般旅客定期航路事業等に係る運賃等の低廉化（特別の配慮） 

○ 国内定期航空運送事業に係る運賃の低廉化（特別の配慮） 

○ 生活又は事業活動に必要な物資の費用の負担の軽減 

○ 滞在型観光の促進 

○ 雇用機会の拡充 

○ 安定的な漁業経営の確保等 

（３）特定有人国境離島地域社会維持推進交付金＜実績額＞ 

   （単位：円） 

◇本県の特定有人国境離島地域（５地域17島） 

  甑島列島地域（上甑島，中甑島，下甑島） 

  種子島地域（種子島，馬毛島） 

  屋久島地域（屋久島，口永良部島） 

  三島地域（竹島，硫黄島，黒島） 

  吐 喇列島地域（口之島，中之島，諏訪之瀬島，平島，悪石島，小宝島，宝島）


